
「東京一極集中論」への見解



人口は「東京一極集中」ではなく、「大都市」に集積

✓ 各地方において、人口は「大都市」に集中し、その一部が東京へ流入

✓ 東京への転入は、愛知県、大阪府、兵庫県、福岡県等、７道府県で約半数を占める

愛知県 9.1%

大阪府 8.8%

兵庫県 6.7%

福岡県 5.3%

静岡県 5.2%

北海道 4.8%

宮城県 4.8%

その他 55.5%

70,563人

九州地域⇒福岡市 
＋9,970人

東海地域⇒名古屋市
＋10,858人

東北地域⇒仙台市
＋6,311人

近畿地域⇒大阪市
＋11,276人

※札幌市⇒東京都 1,633人

※仙台市⇒東京都 2,205人

※名古屋市⇒東京都 2,963人

※大阪市⇒東京都 2,219人

※福岡市⇒東京都 1,768人

北海道⇒札幌市

＋12,868人

（資料）総務省「住民基本台帳移動報告（2024年）日本人人口」を基に作成

日本人の人口移動の状況

上位７道府県で全体の約45％

東京都への転入超過
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✓ 東京は１割の人口で全国の２割のGDPを創出

✓ 各地域においても同様、大都市が人口の集積を生かし、地域経済を牽引

人口が集積する「大都市」が地域経済を牽引

（資料）内閣府「県民経済計算（平成23年度 - 令和３年度）」を基に作成

仙台市/東北地域 名古屋市/東海地域 大阪市/近畿地域

九州地域
約48兆円

福岡市
約7.8兆円

16%

東北地域
約34兆円

東海地域
約75兆円

近畿地域
約89兆円

GDP

仙台市
約５兆円

15%

名古屋市
約14兆円

19%

大阪市
約20兆円

23%

九州地域
1,271万人

東北地域
852万人

仙台市
110万人

13%

東海地域
1,484万人

名古屋市
233万人

16%

近畿地域
2,044万人

福岡市
162万人

13%人口

大阪市
275万人

13%

福岡市/九州地域

北海道
約20.5兆円

北海道
518万人

全国
約577兆円

全国
1億2,550万人

札幌市
197万人

38%

札幌市
約7.5兆円

36%

東京都
1,401万人

11%

東京都
約114兆円

20%

札幌市/北海道東京都/全国
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「大都市」では、地価も上昇

✓ コロナ禍後の５年間で、大都市の地価は住宅地・商業地ともに上昇

✓ 特に、福岡市、札幌市、仙台市などでは23区を上回る伸び

全国 114 

特別区 122 

大阪市 115 

名古屋市 118 

札幌市 147 

仙台市 134 

100 

福岡市 148 
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160

2020 21 22 23 24 25

住宅地

（年）

（2020年=100）

全国 115 

特別区 112 

大阪市 113 

名古屋市 116 

札幌市 139 

仙台市 128 

100 

福岡市 147 

80

90

100

110

120

130

140

150

160

2020 21 22 23 24 25

商業地

（年）

（資料）国土交通省「令和7年地価公示」を基に作成

（2020年=100）
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その他、地域の特色を生かし人口増や経済活性化につなげた事例も

工場稼働に伴う固定資産税の大幅増で、2025年度は地方交付税の不交付団体へ

熊本県菊陽町：TSMCが新工場を建設（2024年2月開所）

✓ 熊本県菊陽町では、国と一体となって半導体工場を誘致

✓ 産業や雇用を創出することで人口増につなげ、地方交付税の不交付団体へ

TSMC子会社のJASM
（熊本県菊陽町）

   総投資額約３兆円、政府から最大1.2兆円の補助 

☞ 2021年～2030年の経済波及効果：推計13兆円以上（熊本県のみ）

 

   ２つの工場で約3,400人の雇用を創出（うち1,200人以上を新卒・中途で採用）

 ☞ 熊本県全体の人口は減少する一方、菊陽町などTSMC工場周辺の自治体では人口増

※世界最大の半導体受託生産企業

東京一極集中の是正やこれまでのような交付金の配
分ではなく、民間資金を呼び込み、新たな雇用や関
連産業の発展、海外からの高度人材の流入により

が人口が増加した自治体 ※８市町村

※第一、第二工場
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（資料）総務省「人口推計（2024年10月1日推計）」を基に作成 社会増減には外国人、国内外の入出国を含む。

✓ 人の動き（社会増減）で見ると、東京のみならず都道府県の半数超で人口増加

✓ もっと重要なのは、全国共通の課題である出生・死亡（自然増減）による人口減少

着目すべきは、人口移動ではなく少子化対策

△ 90

△ 60

△ 30

0

30

60

（万人）
全国の人口増減の内訳

＋３４万人
24都道府県が増加

23県が減少

△９０万人
全47都道府県で減少

人の動き
（社会増減）

出生・死亡
（自然増減）
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東京の婚姻率は全国１位

✓ 出生の先行指標となる婚姻率は、東京が全国１位

✓ 婚姻数は、コロナ禍後全国で落ち込む一方、東京は増加傾向

婚姻数の推移

90 

100

103

92

2020 21 22 23 24

46道府県 東京都 全国

（資料）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成

（2020年=100）

3.8 
4.0 

5.7 

3.0

6.0

46道府県 全国 東京都

婚姻率

（住民千人当たりの年間婚姻件数）

年間の婚姻件数

10月１日現在の人口総数
* 婚姻率 = ×1,000

（‰）

（年）



72.6
72.9

74.9

70

75

46道府県 全国 東京都

東京の出生率は全国平均を上回る

（資料）厚生労働省「人口動態調査」及び東京都「人口動態統計」を基に作成

✓ 夫婦が持つ子供の数（有配偶出生率）は、東京が全国平均を上回る

✓ 直近30年の出生数は、全国で約半数に減少する一方、東京は約２割の減少にとどまる

53 

100 

83 

55 

1994 97 2000 03 06 09 12 15 18 21 24

46道府県 東京都 全国

出生数の推移夫婦間における出生率
（有配偶出生率）

年間の出生数

10月１日現在の女性有配偶人口（15～49歳）
* 有配偶出生率 = ×1,000

（1994年=100）

8（資料）総務省「国勢調査」及び厚生労働省「人口動態調査」（2020年）を基に作成

* 2020年「人口動態調査」及び「国勢調査」から作成

（‰）

コロナ禍
(2020-23)

(万人)

10年ぶりの増加

2013

4.0万人

＋0.3％

※2025年については概数・上半期分

（資料）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成

出生数の推移（都）

（年）



15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳

女性の人口移動が生じるケース

自治体B 都市型：出産年齢のピークが30代前半～30代後半

女性人口が移動すると、出生数が変わらないにもかかわらず、
自治体A’の合計特殊出生率は上昇､自治体B’の合計特殊出生率は低下

女性の人口構成比が同じ自治体Aと自治体Bにおいて、全体の出生数が同じでも、
出産年齢のピークが異なると、合計特殊出生率が変わってくる

20代前半が10人
20代後半が20人

人口移動

15~19歳 20~24歳 25~29歳 30~34歳 35~39歳 40~44歳 45~49歳
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出生数

女性人口

年齢別出生率 0.09 0.17 0.27 0.32 0.17 0.06 0.03

30

1,000

1.10

出産する年齢層が異なるケース
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2

110

4
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7
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9
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5
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2
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出生数

女性人口

年齢別出生率 0.09 0.18 0.32 0.32 0.17 0.06 0.03
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970

1.17
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＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＝

出生数

女性人口

年齢別出生率 0.05 0.08 0.17 0.32 0.23 0.13 0.05

30

1,030

1.03

110

1
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2

130

5

140

9

150

7

160

4

190

2

＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＝

出生数

女性人口

年齢別出生率 0.05 0.08 0.19 0.32 0.23 0.13 0.05

30

1,000

1.05

自治体B’ 都市型：出産年齢のピークが30代前半～30代後半・女性人口が流入

…同一条件…出産年齢のピーク自治体A 地方型：出産年齢のピークが20代後半～30代前半 自治体A’ 地方型：出産年齢のピークが20代後半～30代前半・女性人口が流出

（参考）合計特殊出生率は、単純な都道府県間の比較には適さない①

合計特殊出生率は、各世代の出生率を足し上げて算出するため、

今の日本の人口構成比では、全体の出生数や女性人口が同じでも、

若い世代での出生数が多い地方型の方が、高い数値になる。

合計特殊出生率は、分母である女性人口に未婚者を含むため、

未婚女性が多く流出する地方型では高い数値に、

未婚女性が多く流入する都市型では低い数値になる。

合計特殊出生率とは

女性1人が一生に出産する子供の数を示したもの（15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計した値）

15歳～19歳の女性人口

15歳～19歳の母の出生数
＋ ～ ＋

45～49歳の女性人口

45～49歳の母の出生数
合計特殊出生率 ＝

未婚者を含む

×５ ×５

※国勢調査年次以外の都道府県の例
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【「出生率」に関する国の指標】

合計特殊出生率
女性1人が一生に出産する子供の数

有配偶出生率
結婚している15～49歳の女性千人当たりの出生数

出生率
全人口千人当たりの出生数

全国 東京 46道府県

5.7‰ 6.3‰ 5.6‰

全国 東京 46道府県

72.9‰ 74.9‰ 72.6‰

全国 東京 46道府県

1.15 0.96 1.18

※出生率及び合計特殊出生率は2024年(概数)、有配偶出生率は2020年 （資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」及び東京都「人口動態統計」を基に作成

（参考）合計特殊出生率は、単純な都道府県間の比較には適さない②

✓ 出産年齢のピーク・女性の人口移動だけでも数値が大きく変動する合計特殊出生率は、

都道府県間の単純な比較には適さない

✓ 「出生率」に関する指標は様々で、地域の特性を踏まえて多面的に見ていくことが必要

合計特殊
出生率

（2024年）

内訳

15-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳

全国 1.15 0.008 0.383 0.693 0.063

東京都 0.96 0.004 0.204 0.670 0.085

46道府県 1.18 0.009 0.418 0.695 0.059

【合計特殊出生率の内訳】

0.19の差 0.179の差

0.22の差 0.214の差

✓ 合計特殊出生率の東京都と46道府県と
の差は、東京への転入者が多い20代
の差とほぼ一致

✓ 出産年齢のピークが違うことも影響し
ている可能性

✓ 東京には、仕事等で自己実現をしたい
人など、様々なライフコースを希望す
る人が多いとも言える。

10

【「出生率」に関する国の指標】

合計特殊出生率
女性1人が一生に出産する子供の数

有配偶出生率
結婚している15～49歳の女性千人当たりの出生数

出生率
全人口千人当たりの出生数

全国 東京 46道府県

5.7‰ 6.3‰ 5.6‰

全国 東京 46道府県

72.9‰ 74.9‰ 72.6‰

全国 東京 46道府県

1.15 0.96 1.18
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【大人】「住んでいる地域は、
子育てに良い場所？」への回答

38.2%

50.0%

8.2%

2.8% 0.8%

（資料）東京都「とうきょう こども アンケート（令和６年調査）」を基に作成

東京は大人も子供も住みやすい街

✓ 子育てをする保護者の約９割が「東京は子育てによい場所」と回答

✓ 子供の９割以上が「遊べる場所や気持ちよく過ごせる場所がたくさんある」と回答

【子供】「あなたが遊べる場所や気持ちよく過ごせる
  場所がたくさんある」への回答（小学５年生）

62.5%
29.3%

5.6%

1.8% 0.7%

■ そう思う
■ どちらかといえばそう思う
■ どちらかといえばそう思わない
■ そう思わない
■ 無回答／不明



都内男性の育業取得率は54.8％と10年前の10倍以上

✓ 都内民間企業に勤める男性の育業取得率は50％以上

✓ 就活生の８割以上が、企業選択において育業取得率の高さや育業期間の長さを重視

4.5％

2015 2024

54.8％

10倍以上！

（資料）東京都「令和６年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」を基に作成

男性の育業取得率（都内民間）

（資料）東京都「職就を予定する大学生等の「育業」に関する意識調査」を基に作成

Q.企業選択で、育業取得率や期間を重視する？

87.1％ 84.0％

女性 男性

就活生の企業選択の意識
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【東京都への転入超過数（20代、男女別）】

男性
41,555人

（49.9％）

女性
41,723人

（50.1％）≒

【各地域から大都市への転入超過数（20代、男女別）】

20代の各地域から大都市への転入は女性が多い傾向

北海道⇒札幌市

+4,600人

男性
+2,032人
(44.2%)

女性
+2,568人
(55.8％)

東北地域⇒仙台市

+3,419人

男性
+1,386人
(40.5%)

女性
+2,033人
(59.5％)

東海地域⇒名古屋市

+7,939人

男性
+3,927人
(49.5%)

女性
+4,012人
(50.5％)

近畿地域⇒大阪市

+12,928人

男性
+6,262人
(48.4%)

女性
+6,666人
(51.6％)

九州地域⇒福岡市

+7,197人

男性
+2,954人
(41.0%)

女性
+4,243人
(59.0％)

11.6ポイント差 19.0ポイント差 1.0ポイント差 3.2ポイント差 18.0ポイント差

20代の都への転入超過数に

男女差はほぼない

（参考）若い女性が東京へ集中という指摘もあるが、20代の転入超過数に男女差はほぼない

✓ 地方から東京へ若い女性の転出が多いという指摘もあるが、20代の都への転入超過数に

男女差はほぼない一方、各地域から大都市への転入は女性が多い傾向

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成 ※数値は2024年の日本人移動者 
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✓ H30年から、23区内の大学等が、学部新設や収容定員を増加することができない規制が導入

✓ 大学進学を機に地方から東京へ移動する若者が増え続けているかのような主張を基にしているが、
都内大学の７割以上は東京圏出身で、地方からの進学者数は長期的に減少傾向にある

都内大学への進学者数の推移

学生の集中を指摘する議論もあるが、地方からの進学者数は減少傾向

都内大学への進学者の出身都道府県

14

（資料）文部科学省「学校基本調査」を基に作成

東京都 36%

神奈川県 15%埼玉県 12%

千葉県 9%

その他 28%

都内大学への
進学者数
150,369人

７割以上は東京圏から

74,762
人

108,985
人

45,213
人

41,384
人

H元年度 H14 H30 R6

工業（場）等制限法

増加傾向

減少傾向

23区規制

東京圏  都内への進学者

東京圏以外  都内への進学者



出身都道府県
進学先都道府県（上位３県）

１位 ２位 ３位

北 海 道 北海道 東京都 神奈川県

青 森 県 青森県 宮城県 東京都

岩 手 県 岩手県 宮城県 東京都

宮 城 県 宮城県 東京都 山形県

秋 田 県 秋田県 宮城県 東京都

山 形 県 山形県 宮城県 東京都

福 島 県 福島県 東京都 宮城県

茨 城 県 東京都 茨城県 千葉県

栃 木 県 東京都 栃木県 埼玉県

群 馬 県 群馬県 東京都 埼玉県

埼 玉 県 東京都 埼玉県 千葉県

千 葉 県 東京都 千葉県 神奈川県

東 京 都 東京都 神奈川県 埼玉県

神奈川県 東京都 神奈川県 千葉県

新 潟 県 新潟県 東京都 神奈川県

富 山 県 富山県 石川県 東京都

石 川 県 石川県 東京都 京都府

福 井 県 福井県 京都府 大阪府

山 梨 県 東京都 山梨県 神奈川県

長 野 県 東京都 長野県 神奈川県

岐 阜 県 愛知県 岐阜県 東京都

静 岡 県 静岡県 東京都 愛知県

愛 知 県 愛知県 東京都 京都府

出身都道府県 １位 ２位 ３位

三 重 県 愛知県 三重県 大阪府

滋 賀 県 京都府 滋賀県 大阪府

京 都 府 京都府 大阪府 滋賀県

大 阪 府 大阪府 京都府 兵庫県

兵 庫 県 兵庫県 大阪府 京都府

奈 良 県 大阪府 京都府 奈良県

和歌山県 大阪府 和歌山県 京都府

鳥 取 県 鳥取県 大阪府 兵庫県

島 根 県 島根県 広島県 大阪府

岡 山 県 岡山県 大阪府 兵庫県

広 島 県 広島県 大阪府 岡山県

山 口 県 山口県 福岡県 広島県

徳 島 県 徳島県 大阪府 兵庫県

香 川 県 香川県 大阪府 岡山県

愛 媛 県 愛媛県 大阪府 広島県

高 知 県 高知県 大阪府 東京都

福 岡 県 福岡県 東京都 佐賀県

佐 賀 県 福岡県 佐賀県 東京都

長 崎 県 長崎県 福岡県 東京都

熊 本 県 熊本県 福岡県 東京都

大 分 県 大分県 福岡県 東京都

宮 崎 県 宮崎県 福岡県 東京都

鹿児島県 鹿児島県 福岡県 東京都

沖 縄 県 沖縄県 東京都 福岡県

（資料）文部科学省「学校基本調査（令和６年度）」を基に作成
東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

近畿圏（三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

特に西日本の学生は近畿圏や域内への進学者が多い

✓ 近畿圏の学生は域内への進学者が多く、中国・四国地方でも域内や近畿圏への進学者が多い
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東京都は「共存共栄」で日本全体の持続的な成長を牽引

首都としてのポテンシャルを生かし
全国各地と世界をつなげる結節点となり、日本経済を牽引

都が持つ技術やノウハウを生かし
自治体と連携して、共通の地域課題を解決

全国各地のスタートアップの振興
オープンイノベーションの促進

インバウンドを全国各地に誘致

全国の中小企業の受発注取引を活性化

全国の農林水産物、国産木材の消費拡大

全国自治体のＤＸの後押し

都内で国産グリーン水素を活用

被災地復興支援
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